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大和アセットマネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
お問い合わせ先（コールセンター）
ＴＥＬ　０１２０－１０６２１２

（営業日の９：00～17：00）
https://www.daiwa-am.co.jp/
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★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／債券
信 託 期 間 2013年９月５日～2028年９月８日

運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめ
ざして運用を行ないます。

主 要 投 資
対 象

ベビーファンド
イ．ダイワ物価連動国債マザー
ファンドの受益証券
ロ．わが国の物価連動国債

ダイワ物価連動国債
マ ザ ー フ ァ ン ド

わが国の物価連動国債を中心と
する国債

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マザーファンド組入上限比率 無制限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
実 質 株 式 組 入 上 限 比 率 純資産総額の

10％以下マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等とし、原則として、経
費控除後の配当等収益等の中から分配することを
めざします。ただし、基準価額の水準等を勘案
し、売買益等も含めて分配を行なうことがありま
す。なお、分配対象額が少額の場合には、分配を
行なわないことがあります。

日本物価連動国債ファンド

運用報告書（全体版）
第19期

（決算日　2023年３月10日）
（作成対象期間　2022年９月13日～2023年３月10日）

■信託期間を５年間延長し、信託期間終了日を
2023年９月８日から2028年９月８日に変更しました。

受益者のみなさまへ

　毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
　当ファンドは、わが国の物価連動国債に投
資し、安定した収益の確保と信託財産の着実
な成長をめざしております。当作成期につき
ましてもそれに沿った運用を行ないました。
ここに、運用状況をご報告申し上げます。
　今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

https://www.daiwa-am.co.jp/
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最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ物価連動

国債インデックス 公 社 債
組入比率

債 券
先物比率

純 資 産
総 額（分配落） 税込み

分配金
期 中
騰落率 (参考指数) 期 中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

15期末(2021年３月10日) 9,557 20 0.3 9,868 0.5 99.1 － 6,363
16期末(2021年９月10日) 9,722 20 1.9 10,058 1.9 98.0 － 5,992
17期末(2022年３月10日) 10,035 20 3.4 10,364 3.0 98.2 － 6,110
18期末(2022年９月12日) 10,156 20 1.4 10,535 1.6 96.9 － 6,948
19期末(2023年３月10日) 10,092 10 △0.5 10,643 1.0 98.2 － 8,103
（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注２）ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックスは、ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックスの原指数をもとに、当ファンド設定日の前営業日を

10,000として大和アセットマネジメントが計算したものです。
（注３）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。
（注４）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注５）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注６）債券先物比率は買建比率－売建比率です。

ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックスの知的財産権およびその他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社に帰
属します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社は、同指数の正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性お
よび適合性を保証するものではなく、当ファンドの設定の可否、運用成果等並びに当ファンド及び同指数に関連して行われる当社のサービス提供等の
行為に関して一切責任を負いません。
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運用経過

基準価額等の推移について

（注）分配金再投資基準価額は、当作成期首の基準価額をもとに指数化したものです。

＊分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示す
ものです。
＊分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります（分配金を自動的に再投資するコースがないファンドもあり
ます）。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。
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■基準価額・騰落率
期　首：10,156円
期　末：10,092円（分配金10円）
騰落率：△0.5％（分配金込み）

■基準価額の主な変動要因
　主としてわが国の物価連動国債に投資した結果、金利の上昇による物価連動国債価格の下落を主因と
して、基準価額は下落しました。くわしくは「投資環境について」をご参照ください。
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年 月 日
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックス 公 社 債

組 入 比 率
債 券
先 物 比 率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2022年９月12日 10,156 － 10,535 － 96.9 －

９月末 10,155 △0.0 10,561 0.3 97.0 －
10月末 10,212 0.6 10,603 0.6 96.2 －
11月末 10,216 0.6 10,633 0.9 95.0 －
12月末 10,070 △0.8 10,555 0.2 96.8 －

2023年１月末 10,018 △1.4 10,576 0.4 96.9 －
２月末 10,039 △1.2 10,592 0.5 97.9 －

（期末）2023年３月10日 10,102 △0.5 10,643 1.0 98.2 －
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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投資環境について (2022.９.13～2023.３.10)

■国内物価連動国債市況
物価連動国債の価格は下落しました。
　当作成期首より、日銀によるイールドカーブ・コントロール（長短金利操作）政策の下で長期金利は
おおむね横ばいでの推移が続きましたが、2022年12月に日銀が長期金利の変動許容幅を拡大したこと
を受けて、長期金利は上昇（債券価格は下落）しました。
　また、国際商品市況の下落などを受けて、市場が予想する将来の物価上昇率は低下しました。

前作成期末における「今後の運用方針」

■当ファンド
　主として「ダイワ物価連動国債マザーファンド」の受益証券を通じて、わが国の物価連動国債に投資
し、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行います。
■ダイワ物価連動国債マザーファンド
　主としてわが国の物価連動国債に投資し、物価連動国債市場全体のパフォーマンスを上回る投資成果
をめざして運用を行います。金利・物価見通しや個別銘柄の割高・割安分析などに基づいてポートフォ
リオを構築します。

ポートフォリオについて (2022.９.13～2023.３.10)

■当ファンド
　主として「ダイワ物価連動国債マザーファンド」の受益証券を通じて、わが国の物価連動国債に投資
し、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行いました。
■ダイワ物価連動国債マザーファンド
　主としてわが国の物価連動国債に投資し、物価連動国債市場全体のパフォーマンスを上回る投資成果
をめざして運用を行いました。
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ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
　以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。参考指数は国内の物価連動
国債市場の動向を表す代表的な指数として掲載しております。

分配金について

　当作成期の１万口当り分配金（税込み）は下記「分配原資の内訳（１万口当り）」の「当期分配金（税
込み）」欄をご参照ください。
　収益分配金の決定根拠は下記「収益分配金の計算過程（１万口当り）」をご参照ください。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。
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当期
（2022.９.12～2023.３.10）

ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックス
基準価額

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項 目
当 期

2022年９月13日
～2023年３月10日

当期分配金（税込み） （円） 10
対基準価額比率 （％） 0.10
当期の収益 （円） －
当期の収益以外 （円） 10

翌期繰越分配対象額 （円） 113
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以
外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額
です。

（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

（注４）投資信託の計理上、「翌期繰越分配対象額」は当該決算期末時点の基準価
額を上回る場合がありますが、実際には基準価額を超える額の分配金をお
支払いすることはございません。

■収益分配金の計算過程（１万口当り）
項 目 当 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 0.00円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0.00
(ｃ) 収益調整金 114.26
(ｄ) 分配準備積立金 9.33
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 123.60
(ｆ) 分配金 10.00
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 113.60
（注） を付した該当項目から分配金を計上しています。
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今後の運用方針
■当ファンド
　主として「ダイワ物価連動国債マザーファンド」の受益証券を通じて、わが国の物価連動国債に投資
し、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行います。
■ダイワ物価連動国債マザーファンド
　主としてわが国の物価連動国債に投資し、物価連動国債市場全体のパフォーマンスを上回る投資成果
をめざして運用を行います。金利・物価見通しや個別銘柄の割高・割安分析などに基づいてポートフォ
リオを構築します。
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１万口当りの費用の明細

項 目
当期

（2022.９.13～2023.３.10） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 21円 0.210％
信託報酬＝当作成期中の平均基準価額×信託報酬率

当作成期中の平均基準価額は10,107円です。

（投 信 会 社） （9） （0.086）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価額の計算、法
定書面等の作成等の対価

（販 売 会 社） （11） （0.108）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 会 社） （2） （0.016） 受託会社分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 － －
売買委託手数料＝当作成期中の売買委託手数料／当作成期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 － －
有価証券取引税＝当作成期中の有価証券取引税／当作成期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 0 0.003 その他費用＝当作成期中のその他費用／当作成期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0.003） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合 計 22 0.213
（注１）当作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算

出した結果です。
（注２）各金額は項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注３）各比率は１万口当りのそれぞれの費用金額を当作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、小数点第３位未満を四捨五入してあり

ます。
（注４）組み入れているマザーファンドがある場合、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当該マザーファンドが支払った金額のう

ち、このファンドに対応するものを含みます。組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）がある場合、各項目の費用は、当該
投資信託証券が支払った費用を含みません。なお、当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「１万口当りの費用の明細」が取得でき
るものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することとしております。
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■総経費率
　当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を、期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当り）を乗
じた数で除した総経費率（年率）は0.43％です。

（注１）１万口当りの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。

総経費率
0.43％

運用管理費用
（投信会社）
0.18％

運用管理費用
（販売会社）
0.22％

運用管理費用
（受託会社）
0.03％

その他費用
0.01％

参考情報
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 ■売買および取引の状況
　親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2022年９月13日から2023年３月10日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
千口 千円 千口 千円

ダイワ物価連動国債
マザーファンド 1,463,011 1,863,967 540,060 682,581

（注）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄

当作成期中における売買銘柄はありません。

■投資信託財産の構成
2023年３月10日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

ダイワ物価連動国債マザーファンド 8,079,611 99.2
コール・ローン等、その他 62,863 0.8
投資信託財産総額 8,142,475 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
　親投資信託残高

種 類
期 首 当 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ物価連動国債マザーファンド 5,446,972 6,369,923 8,079,611
（注）単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2023年３月10日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 8,142,475,080円

コール・ローン等 53,993,966
ダイワ物価連動国債マザーファンド(評価額) 8,079,611,369
未収入金 8,869,745

(Ｂ) 負債 38,756,930
未払収益分配金 8,029,681
未払解約金 13,827,760
未払信託報酬 16,685,652
その他未払費用 213,837

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 8,103,718,150
元本 8,029,681,944
次期繰越損益金 74,036,206

(Ｄ) 受益権総口数 8,029,681,944口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,092円

＊期首における元本額は6,841,464,960円、当作成期間中における追加設定元本
額は2,187,034,131円、同解約元本額は998,817,147円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は10,092円です。

■利害関係人との取引状況等
(1) ベビーファンドにおける当作成期中の利害関係人と
の取引状況

　当作成期中における利害関係人との取引はありま
せん。

(2) マザーファンドにおける当作成期中の利害関係人と
の取引状況

（2022年９月13日から2023年３月10日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃ

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｂ

Ｂ／Ａ
う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｄ

Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 1,312 108 8.3 － － －
コール・ローン 42,030 － － － － －
（注）平均保有割合81.0％

※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビー
ファンドのマザーファンド所有口数の割合。

(3) 当作成期中の売買委託手数料総額に対する利害関係
人への支払比率

　当作成期中における売買委託手数料総額に対する
利害関係人への支払いはありません。

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される
利害関係人であり、当作成期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証
券株式会社です。
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■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 0円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0
(ｃ) 収益調整金 91,753,515
(ｄ) 分配準備積立金 7,498,416
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 99,251,931
(ｆ) 分配金 8,029,681
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 91,222,250
(ｈ) 受益権総口数 8,029,681,944口

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
１ 万 口 当 り 分 配 金 （ 税 込 み ） 10円

●＜分配金再投資コース＞をご利用の方の税引き分配金は、決算日現在の基準価額に基づいて自動的に再投資いたしました。

・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金で
す。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。

■損益の状況
当期　自2022年９月13日　至2023年３月10日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 △      7,227円

受取利息 593
支払利息 △      7,820

(Ｂ) 有価証券売買損益 △ 27,080,978
売買益 6,521,723
売買損 △ 33,602,701

(Ｃ) 信託報酬等 △ 16,899,489
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 43,987,694
(Ｅ) 前期繰越損益金 △  9,687,628
(Ｆ) 追加信託差損益金 135,741,209

(配当等相当額) (　 81,895,947)
(売買損益相当額) (　 53,845,262)

(Ｇ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 82,065,887
(Ｈ) 収益分配金 △  8,029,681

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 74,036,206
追加信託差損益金 135,209,944
(配当等相当額) (　 81,895,947)
(売買損益相当額) (　 53,313,997)
繰越損益金 △ 61,173,738

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注３）収益分配金の計算過程は下記「収益分配金の計算過程（総額）」をご参照
ください。

《お知らせ》
■信託期間の延長について
信託期間を５年間延長し、信託期間終了日を2023年９月８日から2028年９月８日に変更しました。



11

大和アセットマネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
https://www.daiwa-am.co.jp/

ダイワ物価連動国債マザーファンド

運用報告書　第18期（決算日　2023年３月10日）

（作成対象期間　2022年３月11日～2023年３月10日）

ダイワ物価連動国債マザーファンドの運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 安定した収益の確保および信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 わが国の物価連動国債を中心とする国債
株 式 組 入 制 限 純資産総額の10％以下

https://www.daiwa-am.co.jp/
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年 月 日
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ物価連動

国債インデックス 公 社 債
組入比率

債券先物
比 率騰落率 (参考指数) 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
(期首)2022年３月10日 12,524 － 11,744 － 98.5 －

３月末 12,440 △0.7 11,725 △0.2 99.0 －
４月末 12,604 0.6 11,864 1.0 98.5 －
５月末 12,627 0.8 11,894 1.3 99.1 －
６月末 12,605 0.6 11,854 0.9 98.6 －
７月末 12,673 1.2 11,892 1.3 98.1 －
８月末 12,731 1.7 11,935 1.6 96.8 －
９月末 12,729 1.6 11,968 1.9 97.3 －
10月末 12,805 2.2 12,015 2.3 96.4 －
11月末 12,813 2.3 12,049 2.6 95.2 －
12月末 12,633 0.9 11,960 1.8 97.1 －

2023年１月末 12,572 0.4 11,985 2.0 97.2 －
２月末 12,603 0.6 12,002 2.2 98.2 －

(期末)2023年３月10日 12,684 1.3 12,061 2.7 98.5 －
（注１）騰落率は期首比。
（注２）ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックスは、ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債イ

ンデックスの原指数をもとに、当ファンド設定日の前営業日を10,000と
して大和アセットマネジメントが計算したものです。

（注３）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。
上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。

（注４）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注５）債券先物比率は買建比率－売建比率です。

■当作成期中の基準価額と市況等の推移
（円）

12,000

12,200

12,400

12,600

12,800

13,000

期　首
（2022.３.10）

期　末
（2023.３.10）

基準価額

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
期首：12,524円　期末：12,684円　騰落率：1.3％
【基準価額の主な変動要因】
　主としてわが国の物価連動国債に投資した結果、消費者物価指数の
上昇に伴う物価連動国債の元本の増加を主因として、基準価額は上昇
しました。くわしくは「投資環境について」をご参照ください。
◆投資環境について
○国内物価連動国債市況
物価連動国債の価格は上昇しました。
　当作成期首より、世界的なインフレ懸念などが金利上昇要因とな
りましたが、日銀が大規模な金融緩和の継続姿勢を強く示したこと

もあり、長期金利はおおむね横ばいでの推移が続きました。2022
年12月後半以降は、日銀が長期金利の変動許容幅を拡大したこと
を受けて、長期金利は上昇（債券価格は下落）しました。
　また、円安などを受けて、市場が予想する将来の物価上昇率およ
び消費者物価指数は上昇しました。

◆前作成期末における「今後の運用方針」
　主としてわが国の物価連動国債に投資し、物価連動国債全体のパ
フォーマンスを上回る投資成果をめざして運用を行います。金利・物
価見通しや個別銘柄の割高・割安分析などに基づいてポートフォリオ
を構築します。
◆ポートフォリオについて
　主として、わが国の物価連動国債に投資し、物価連動国債全体のパ
フォーマンスを上回る投資成果をめざして運用を行いました。
◆ベンチマークとの差異について
　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け
ておりません。
　当作成期の当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率は、「当作成
期中の基準価額と市況等の推移」をご参照ください。
　参考指数は国内の物価連動国債市場の動向を表す代表的な指数とし
て掲載しております。

《今後の運用方針》
　主としてわが国の物価連動国債に投資し、物価連動国債全体のパ
フォーマンスを上回る投資成果をめざして運用を行います。金利・物価
見通しや個別銘柄の割高・割安分析などに基づいてポートフォリオを構
築します。

■１万口当りの費用の明細
項 目 当 期

売買委託手数料 －円
有価証券取引税 －
その他費用 －

合　　計 －
（注１）費用の項目および算出法については前掲しております項目の概要をご参照

ください。
（注２）項目ごとに円未満を四捨五入してあります。

 ■売買および取引の状況
　公　社　債

（2022年３月11日から2023年３月10日まで）
買 付 額 売 付 額

国
内

千円 千円
国債証券 2,722,154 656,040

(     －)
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）(　 )内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注３）単位未満は切捨て。
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■主要な売買銘柄
　公　社　債

（2022年３月11日から2023年３月10日まで）
当 期

買 付 売 付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
26 物価連動国債 0.005% 2031/3/10 1,309,577 25 物価連動国債 0.2% 2030/3/10 547,772
27 物価連動国債 0.005% 2032/3/10 976,783 21 物価連動国債 0.1% 2026/3/10 108,267
24 物価連動国債 0.1% 2029/3/10 435,794
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
(1) 国内（邦貨建）公社債（種類別）
作 成 期 当 期 末

区 分 額面金額 評 価 額 組入比率
うちＢＢ
格 以 下
組入比率

残存期間別組入比率
５年以上２年以上２年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国債証券 9,000,000 9,767,564 98.5 － 98.5 － －
（注１）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注２）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
（注３）評価額および格付情報については金融商品取引業者、価格情報会社等より

データを入手しています。

■投資信託財産の構成
2023年３月10日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

公社債 9,767,564 98.4
コール・ローン等、その他 159,157 1.6
投資信託財産総額 9,926,722 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■損益の状況
当期　自2022年３月11日　至2023年３月10日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 5,607,751円

受取利息 5,711,556
支払利息 △      103,805

(Ｂ) 有価証券売買損益 83,732,413
売買益 117,084,356
売買損 △   33,351,943

(Ｃ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 89,340,164
(Ｄ) 前期繰越損益金 1,559,027,930
(Ｅ) 解約差損益金 △  290,770,090
(Ｆ) 追加信託差損益金 741,068,378
(Ｇ) 合計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 2,098,666,382

次期繰越損益金(Ｇ) 2,098,666,382
（注１）解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2023年３月10日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 9,926,722,419円

コール・ローン等 159,157,778
公社債(評価額) 9,767,564,641

(Ｂ) 負債 10,100,853
未払解約金 10,100,853

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 9,916,621,566
元本 7,817,955,184
次期繰越損益金 2,098,666,382

(Ｄ) 受益権総口数 7,817,955,184口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,684円

＊期首における元本額は6,177,914,689円、当作成期間中における追加設定元本
額は2,748,227,223円、同解約元本額は1,108,186,728円です。
＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額：
日本物価連動国債ファンド 6,369,923,817円
ＤＣダイワ物価連動国債ファンド 1,448,031,367円
＊当期末の計算口数当りの純資産額は12,684円です。

(2) 国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
当 期 末

区 分 銘 柄 年利率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日
％ 千円 千円

国債証券 23 物価連動国債 0.1000 2,000,000 2,185,090 2028/03/10
24 物価連動国債 0.1000 3,400,000 3,703,295 2029/03/10
26 物価連動国債 0.0050 2,700,000 2,925,414 2031/03/10
27 物価連動国債 0.0050 900,000 953,764 2032/03/10

合計 銘柄数 4銘柄
金 額 9,000,000 9,767,564

（注）単位未満は切捨て。

「ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックス」の知的財産権およびその他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社
に帰属します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社は、同指数の正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品
性および適合性を保証するものではなく、当ファンドの設定の可否、運用成果等並びに当ファンド及び同指数に関連して行われる当社のサービス提供
等の行為に関して一切責任を負いません。
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